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　農業を取り巻く環境は依然として厳しく、農業者の高齢
化による担い手不足が課題となっています。現状の農業次
世代人材投資資金（旧青年就農給付金）制度では、親元就
農する者が同制度の支援を受けにくく、担い手を確保でき
る人数には限りがあります。
　今後は、新規就農支援とともに、現行の制度では支援を
受けにくかった、現に農業を経営している農家の子弟が円
滑に事業継承（親元就農）するための支援制度の拡充を要
望いたします。

　農家子弟が親の経営を継承する場合、一定規模の経営に
基幹従事者が１名増えることとなり、これに伴う規模拡大
に向けた設備投資など、新たな経営リスクを負うこととな
るものの、交付要件である「経営リスクを負って経営開
始」する場合の「経営発展に向けた取組」としての「規模
拡大」が、「農業次世代人材投資事業の事務手続きの手引
き」に明記されていないため、農家子弟の規模拡大を新規
参入者と同等の経営リスクを負っていると市町村が認めに
くい状況にあります。このことから、県では農家子弟の就
農の実態に即した弾力的な運用とするよう国に要望してお
ります。
　当局としては、盛岡地方農業農村振興協議会の構成団体
と連携しながら、新規参入での就農者、親元就農者にかか
わらず、若手農業者の技術力、経営力向上に資する研修会
の開催や、仲間づくりの場の提供を行い、新規就農者が地
域の担い手として定着できるよう積極的に支援して参りま
す。

盛岡広域
振興局

農政部 Ｂ

　当町では、牛・豚・鶏と幅広い畜産経営が行われてお
り、肉用牛においては「しわ もちもち牛」の生産等、地
域ブランド化の取組みを進めてきました。
　しかし、近年の子牛価格の高騰や飼養者の高齢化、担い
手不足等により飼養頭数、飼養戸数が年々減少している状
況です。
　畜産クラスター事業では、法人化している農業者もしく
は農事組合法人、株式会社が取組主体の中心となり、「施
設整備」「機械導入」「実証調査」を一体的に行う計画
が、おおむねの事業要件となっています。本事業を活用
し、畜舎を建設したいなどの要望は多いものの、法人要件
等を満たす経営体が少なく事業推進が困難となっておりま
す。
　地域の畜産経営の底上げを図るため、小規模な畜産農家
でも取組が可能になるような既存の事業の要件緩和、もし
くは事業の新設を要望いたします。

　「畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（畜産クラ
スター事業）」の取組主体につきましては、平成27年補正
予算以降、法人化しない場合にあっても、青色申告を実施
していること等の要件を全て満たしている場合は対象とな
るなど、要件が緩和されたところです。
　なお、同事業の中山間地域優先枠の対象地域にあって
は、継続的な放牧の実施等、地域の収益性向上に取り組む
場合には、地域の平均飼養頭数に満たない計画であっても
事業を実施することが可能となっています。
　加えて、「いわて地域農業マスタープラン実践支援事
業」では、小規模畜産農家における施設整備が可能となっ
ておりますので、今後も引き続き助言を行い、予算確保に
努めて参ります。

盛岡広域
振興局

農政部 Ａ
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　近年、温暖化など気象変動に伴い大雨災害が頻発してお
ります。
　過去にも大雨災害により河川、水路、農業用施設、農地
及び人家等に甚大な被害が出ておりその対策が求められて
おります。
　町では被害の未然防止と軽減のため、防災減災に係る事
業に取り組んでおりますが、地域及び集落における整備事
業を加速化するため、水路等においても、きめ細かに対応
できる防災減災事業の拡充（新設）について国に対し働き
かけるよう要望いたします。

　機動的な防災・減災対策として、受益面積や農地集積の
取組にかかわらず農業水利施設の整備が実施可能な国庫補
助事業が創設されたことから、これらの事業の活用を御検
討願います。

盛岡広域
振興局

農政部 Ｂ

　本路線は、盛岡市内の国道46号盛岡インターチェンジ付
近から、盛岡市道、矢巾町道、紫波町道、一般県道紫波雫
石線を経由して主要地方道盛岡和賀線、紫波インター線に
接続する重要な路線となっております。
　交差点や信号の設置が少なく、非常に利便性が高いこと
から秋田、盛岡方面から花巻、北上方面へ向かう、特に大
型交通量が多い路線となっております。
　また、県道矢巾西安庭線とも接続しており、未整備と
なっている県道紫波雫石線の代替路線としても利用されて
おり、雫石、紫波両町の交流を担う路線ともなっておりま
す。
　つきましては、物流、地域間交流を担う流通路として利
用され、通過交通が多い本路線について、盛岡圏と花巻、
北上圏を結ぶ広域的幹線道路として、早期に県道昇格され
ますよう強く要望いたします。

　県道昇格については、市町村間を結ぶ道路など道路法に
規定する認定要件を具備する必要があり、これらの要件を
満たした路線について、地域の道路網における市町村道と
の機能分担や、整備・管理する必要性等を総合的に判断し
た上で行うこととしています。

盛岡広域
振興局

土木部 Ｃ
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　(株) 岩手畜産流通センターが、農畜産物輸出拡大施設
整備事業（平成28年度国の補正予算で事業採択）を活用し
て整備を目指す豚処理施設については、全農等関連団体の
ほか岩手県及び県内全市町村に対して増資の要望がされて
います。
　増資要望額は、現行出資額と同程度とされ、全体で28億
円余が予定されています。このうち市町村分として、各市
町村百万円から１億２千４百万円までの範囲で、合計４億
５千万円余の増資が要望されています。また、増資時期
は、原則平成30年度を予定するとされていますが、市町村
によっては増資のための財源確保に苦慮している例もある
と推察されます。
　当該事業が岩手県の農畜産物の輸出等海外進出を図るた
めに不可避の事業であること、また、農畜産業における東
日本大震災からの復興を推進するためにも重要な位置づけ
とされていることを考慮した場合、新施設の早期の完成稼
働を目指すためには、市町村による増資が円滑に行われる
ことが肝要であり、その増資財源について、岩手県自治振
興基金貸付金を充てることができるよう基金規程の改正及
び貸付枠の確保を要望いたします。

　現在、自治振興基金の貸付対象となる出資は、三位一体
改革を踏まえ市町村の行財政基盤の強化を図ることを目的
に貸付対象に追加したものであり、経営の健全化のために
行うものに限定しています。
　第三セクター（株式会社）が行う設備投資に対する出資
の経費については、当該出資が事業の拡大等を目的とし、
それにより生じた利益が株主に配当されるという性質を踏
まえると、現行制度の貸付対象の考え方と異なるものであ
るが、いただいた要望や各市町村の状況を踏まえ、検討し
たいと考えています。
　なお、現在の地方債の制度において、第三セクターへの
出資の経費については、一般事業債（充当率75％、民間等
資金）の起債により、一定の資金手当が可能です。

盛岡広域
振興局

経営企画
部

Ｂ
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